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研究成果の概要（和文）：ロシアの経済成長の中長期的な制約として、人口減少・人手不足 
があげられているが、行政や企業現場での調査によって、労働力需給関係は質と量の両面で、

ロシア特有の問題を抱え、複雑な構造になっていることが判明した。近年の経済成長の結果、

貧困が減少したとは言えず、他方外国からの「安価な移民労働」への依存が大きくなる。他方、

雇用や社会政策面での地域格差が拡大するメカニズムが明らかにされたが、労働市場の制度不

備や機能・効率の面でもロシアが抱えている問題は大きい。 
 
研究成果の概要（英文）：Demographic crisis and labour shortage have been accounted as  
the main barriers for the further growth. Main objective of this project was to identify these 
factors by interviews and/or researches on the firm level and labour administration in 
Russian and some of her regions. Findings were manifold including the malfunctioning of 
the labour market systems and policy in recent time. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
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１．研究開始当初の背景 
（１）ロシアはプーチン政権による政治的安
定のもとで、2000 年以来高い経済成長を維持
し、「貧困ロシア」から「豊かなロシア」へ
転換し、国際的な大国としてのプレゼンスを
示し始めていた。しかしこの成長は石油やガ

スなど資源に依存したもので、他方では人口
減少と労働力不足が深刻になりかけていた。
ロシアは成長を維持できるか、これが国際的
にみても大きな関心事になっていた。 
（２）他方、ロシアでは産業技術、とりわけ

製造業での技術革新が遅れており、それが



「人手不足」の大きな原因ではないか、とい

う懸念がもたれていた。しかしその実情は文

献では掴めない。 
 
（３）人口減少と成長への制約という事情は、

奇妙にも日本と酷似している。この点はあま

り広く認識されていないと思われる。 
 
２．研究の目的 
（１）産業技術では差があるとはいえ、少子

高齢化や労働力の質の維持は類似の課題と

なっている。こうした点から、日本との、政

策課題から見ての比較は重要と考えられた。 

（２）ロシアで語られている「労働力不足」

の真偽のほどは議論のあるところである。そ

こで必要なのは、ロシアでの現地調査である。

とはいえ、国民の労働生活、とりわけロシア

の雇用問題・労働市場の実態の把握は、雇用

や所得の公式統計が若干信憑性に欠けると

ころがあり、困難な面がある。これを現地で

の企業訪問や聞き取りなどで補う必要があ

る。 
３．研究の方法 
（１）課題について、共同研究員相互の理解

を共有しておく必要から、国内での事前・事

後の研究会・報告会を年 3回程度、計 9回以

上開催した。 

（２）ロシア現地調査は、19年度はモスクワ

市と地方のヴォロネジ市で、20年度と21年度

はモスクワとサンクト・ペテルブルク市で実

施。 

（３）現地では、大学などの研究機関と協

力・セミナーなど、労働行政機関訪問と聞き

取り、主要企業の人事担当者へのインタビュ

ーなどを、それぞれ実施した。 

（４）最終年の 21 年秋には、ロシアから研

究者を招き、「ロシア労働市場・国際ワーク

ショップ」を開催した（09年12月京都大学）、

論点の整理とつめを行った。 

 

４．研究成果 

（１）人口の減少の原因、対策など、現在ロ

シアが抱えている深刻な問題が明らかにな

った（雲共同研究員） 

（２）これまでの経済成長の結果、はたして

貧困が減少したかどうか、通説に反する事実

の発見があった（武田研究員） 

（３）人手不足に対して外国からの「移民労

働」への依存が大きいが、ここでの対策には

深刻な問題が潜んでいる（堀江研究員） 

（４）雇用や社会政策面での地異格差が拡大

しているがそのメカニズムが明らかにされ

た（ベロフ研究員） 

（５）労働市場の機能・効率の面でもロシア

が抱えている問題は大きい（大津代表者） 
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